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高松市議会基本条例(素案)制定までの経緯 

○議会運営委員会での協議に移管後 

  開催日 主 な 協 議 内 容 

H25.７.２ 
第１回議会運営委員会 

 他都市の状況、今後のスケジュール 

H25.７.23 
第２回議会運営委員会 

 「章」及び章毎に盛り込む項目 

H25.８.２ 
第３回議会運営委員会 

 「章」及び章毎に盛り込む項目 

H25.９.４ 
第４回議会運営委員会 

 前文及び第１章「総則」 

H25.９.26  
第５回議会運営委員会 

 前文及び第１章「総則」、第２章「議会の活動原則等」 

H25.10.７  
第６回議会運営委員会 

 第２章「議会の活動原則等」 

H25.10.23   
第７回議会運営委員会 

 第２章「議会の活動原則等」 

H25.11.12   
第８回議会運営委員会 

 第３章「議員の活動原則等」 

H25.11.19 
議員研修会 講師：山梨学院大学法学部教授 江藤俊明 氏 

 「住民自治の根幹としての議会の役割と議会基本条例の意義」 

H25.11.25   
第９回議会運営委員会 

 第３章「議員の活動原則等」、第４章「市民と議会との関係」 

H25.12.20   
第 10 回議会運営委員会 

 第４章「市民と議会との関係」 

H26.１.22 

     ～23 

行政視察 

 三重県四日市市及び松阪市 

H26.１.30   
第 11 回議会運営委員会 

 第５章「議会と市長等との関係」 

H26.２.21   
第 12 回議会運営委員会 

 第５章「議会と市長等との関係」 

H26.３.27   

第 13 回議会運営委員会 

 第５章「議会と市長等との関係」、第６章「議会の機能強化」、 

 第７章「議員定数」、第８章「補則」 

H26.４.９   

第 14 回議会運営委員会 

 第６章「議会の機能強化」、第７章「議員定数」、 第８章「補則」 

 議会基本条例及び課題総括表における主な保留事項 

H26.４.25   
第 15 回議会運営委員会 

 議会基本条例及び課題総括表における主な保留事項 

H26.５.２   
議員全員協議会 

 「高松市議会基本条例(素案)について」 
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高松市議会基本条例(素案)の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前   文 

第１章 総則 

第１条 目的 

第２条 基本理念 

第３条 基本方針 

第４条 この条例の位置付け 

第２章 議会の活動原則等 

第５条 議会の活動原則 

第６条 議員間討議 

第７条 議決責任及び説明責任 

第８条 危機管理 

第３章 議員の活動原則等 

第９条 議員の活動原則 

第10条 議員の政治倫理 

第11条 会派 

第12条 政務調査活動 

第４章 市民と議会との関係 

第13条 情報公開の推進 

第14条 市民参加の推進 

第15条 議会報告会 

第16条 広報広聴の充実 

第５章 議会と市長等との関係 

第17条 基本原則 

第18条 政策等の監視及び評価 

第19条 予算案及び決算における政

策説明資料の作成 

第６章 議会の機能強化 

第20条 議決事件 

第21条 検討会等 

第22条 政策提案等 

第23条 議員研修の充実 

第24条 議会改革の推進 

第25条 議会事務局 

第26条 議会図書室 

第７章 議員定数及び議員報酬 

第27条 議員定数 

第28条 議員報酬 

第８章 補則 

第29条 見直し手続 
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前 文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の最高意思決定機関である市議会の役割及び、その求められる機能を明

記するとともに、昨今の地方分権の進展を受け、市議会の果たすべき責務等が

増大しているとして、引き続き市政運営への市民意思の反映に全力を傾注する

ことを決意表明した上で、議会に関する基本的事項を定めるために条例を制定

することを明記しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本国憲法(第８章 地方自治) 

地 方 自 治 法 (第６章 議会) 

高 松 市 議 会 基 本 条 例 

高松市議会は、日本国憲法で定める地方自治の本旨に基づき、市長と共に、

市民の直接選挙によって選ばれた議員で構成する市の最高意思決定機関です。 

また、議会には、二元代表制の下で、市長その他の執行機関との立場及び権

能の違いを踏まえ、常に緊張関係を保ちながら、市政運営について調査、監視

及び評価を行うとともに、政策提案及び政策提言に努めることが強く求められ

ています。 

一方、地方分権の進展により地方公共団体の自己決定権が拡大するなど、大

きな社会構造の変化や各種の今日的課題が山積しています。 

このような中、地方議会は、地方の自主・自立のため、市民の多様な意見を

踏まえて市政運営に反映するという本来の使命を十分に果たし、より一層、市

民に開かれ、市民から信頼される存在となる必要があります。 

このため、高松市議会は、豊かで美しい里海・瀬戸内海とやさしい里山に囲

まれた本市で暮らす、全ての人々の生活の質の向上を旨として、議会の活性化

を積極的に推進するとともに、市政に対する市民意思の反映に全力を尽くして

いくことを、気持ちを新たに決意するものであります。 

ここに、議会及びその構成員である議員一人一人が活動するに当たっての最

も根幹となる指針として、全議員の総意により、この条例を制定します。 
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【解説】 

地方自治体は、住民が市長と議員の両者を直接選挙で選ぶ二元代表制をとっ

ており、議会は、選挙で選ばれた住民の代表として、同じく選挙で選ばれた市

長と互いに対等な立場で、それぞれが市政運営の重要な一翼を担っています。 

議会は、市長が提案する事業計画や予算・条例などを、市民の立場で決定す

る議事機関としての役割と、執行機関が適切な事務執行をしているかを市民目

線でチェックする監視機能としての役割がありますが、今後は、それに加えて、

議会が、市民の意見を聞きながら、独自に政策をつくる政策形成の役割が重要

となってきており、そのため、議会は、市民の考え方や意思とかけ離れないよ

う、市民ニーズを、しっかり把握する努力が今まで以上に重要となっています。 

一方、議会では、地方自治法第 120 条に基づき、議会の運営に関する一般的

な手続や紀律等を会議規則に定めて運営していますが、会議規則は、時代が求

める情報公開、市民参加や行政評価、また、政策形成する立法機能を含めた議

会活動全般を包括しておらず、十分に対応することができないことから、多く

の議会において、議会や議員の活動、市民と議会が意見交換する機会を設ける

ことや議員同士が十分に議論を尽くすこと、また、情報公開や広報広聴機能を

充実すること、積極的に政策提案することなどを内容とする議会基本条例を策

定しており、同条例は、市民に対する議会の約束として、議会の役割と責任を

示した地方議会の憲法とも言えるものです。 
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第１章  総則 

 

 (目的)  

 

 

 

 

 

 

本条は、高松市議会基本条例をつくる目的を定めています。 

 

【解説】 

二元代表制の下で、前文で述べた使命、役割及び決意を踏まえ、議員の改選

により議会の構成が変わっても、変わることのない議会及び議員の活動原則、

市長等との関係並びに自主的・自立的な議会活動に関する基本理念・基本方針・

基本的事項を定め、その諸機能を発揮することにより、市民により開かれた議

会となり、市民福祉の向上と市政発展に寄与することを目的に定めたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 元 代 表 制 

市  民 

議 会 市 長 

議員を選挙 市長を選挙 

互いに独立・対等 

第１条 この条例は、二元代表制の下、合議制の議事機関である議会の役割を

明らかにするとともに、議会及び議員の活動原則等、議会に関する基本的事

項を定め、議会がその権能をいかんなく発揮することにより、真に市民の負

託に的確に応え、もって市民福祉の向上と市政の発展に寄与することを目的

とする。 

《参考》 

二元代表制 地方公共団体の基本構造として、執行機関としての独任制の市

長と、議事機関としての合議制の議会を設置し、市長と議会の議員をそれ

ぞれ住民が直接選挙で選び、互いに独立・対等な立場の制度です。 
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(基本理念) 

 

 

 

 

本条は、高松市議会基本条例に対する議会としての基本理念を定めています。 

 

【解説】 

議会は、市政運営の方向を決定する唯一の議決機関として、市民の負託を損

なわないよう常に品位を保持し、市民の意思を反映させるため、公平・公正な

議論により地方自治の本旨の実現を目指していく、議会のあるべき姿を示すも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本方針) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》 

地方自治の本旨 憲法第９２条において「地方公共団体の組織及び運営に関す

る事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律でこれを定める。」と規定さて

います。ここでいう法律のうち、最も基本的なものが地方自治法です。 

 

地方自治の本旨とは、一般的に住民自治及び団体自治の二つの意味における

地方自治を確立することとされています。 

住民自治とは、その地域の住民の意思に基づいて地方行政の運営が行われて

いることをいいます。 

団体自治とは、地方の住民の意思を反映した、国とは別の独立した統治機構

が自主的に地方公共団体の事務(地方の行政)を担当する機能を有することを

いいます。 

第２条 議会は、市政における唯一の議決機関としての自覚と誇りを持ち、市

民の意思を市政に反映させるため、公平かつ公正な議論を尽くし、真の地方

自治の本旨の実現を目指すものとする。 

第３条 議会は、前条に定める基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基

づいた議会活動を行うものとする。 

(１)  積極的な情報公開に努め、市民との情報共有を図るとともに、可能な

限り市民の参画機会を保障すること。 

(２)  議案等の審議及び審査を通して、市長その他の執行機関(以下「市長

等」という。)の事務の執行について調査、監視及び評価を行うこと。 

(３)  議員相互の自由な討議(以下「議員間討議」という。)を活性化し、政

策提案及び政策提言に取り組むこと。 

(４)  議会改革を継続的に推進すること。 
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本条は、前条の基本理念に基づき、合議体である議会活動の基本方針を定め

ています。 

 

【解説】 

第１号では、開かれた議会として、情報を市民に公開し、共有するとともに、

議会としても積極的に様々な形で市民が参画できる機会を保障して、市民の意

見を的確に把握することを、第２号では、地方自治法で定められている議会の

権限を持って、議案等の審議・審査を行い、市長等の事務執行の監視・評価を

行うことを、第３号では、議員がそれぞれの立場で自由に討議し、最も妥当な

結論に帰結するよう活性化に努めることにより、政策提案や政策提言を行うこ

とを、第４号では、社会環境等の変化に対応しながら、継続的な議会の改革に

取り組むことを、それぞれ基本方針として明記しています。 

 

《参考》 

審議 本会議で付議事件について説明を聞き、質疑・討論して、表決するとい

った一連の過程を指します。 

審査 委員会において、付託を受けた議案・請願等について、議論・結論を出

す一連の過程を指します。 

政策提案 市政における課題の解決を図るため、政策を構想し、その実現のた

めに必要なしくみに関する条例案を議会に提案することです。 

政策提言 市政における課題の解決を図るため、必要と思われる政策を、本会

議の質問の場や委員会の場で、市長等に対して提言することです。 

 

(この条例の位置付け) 

 

 

 

 

 本条は、高松市議会基本条例に対する議会及び議員に関し、例規の制定改廃

時の整合を図ることを定めています。 

 

【解説】 

この条例を、議会の基本的事項を定める条例と位置付けし、この条例の目的

や考え方が、議会に関する他の例規等に反映されなければなりません。 

また、議会及び議員に関する他の条例・規則及びその他の議会運営に関する

規程を制定や改廃する場合においても、この条例の内容を尊重しなればなりま

せん。 

 

第４条 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会に関

する他の条例、規則等の制定又は改廃を行うときは、この条例の理念を反映

させ、この条例に定める事項との整合を図らなければならない。 
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《参考》 

主な議会関係の条例、規則及びその他の議会運営に関する規程 

・高松市議会議員定数条例 

・高松市議会定例会に関する条例 

・高松市議会委員会条例 

・高松市議会会議規則 

・高松市議会傍聴規則 

・高松市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

・高松市議会政務活動費の交付に関する条例 

・高松市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則 

・高松市議会議員政治倫理条例 

・高松市議会議員政治倫理条例施行規程 

・高松市議会事務局設置条例 

・高松市議会事務局処務規程 

・高松市議会事務局の職員が処理すべき事務に関する規程 

・高松市議会図書室規程 

・高松市議会都市問題研究会設置規程 

・高松市議会史編さん委員会規程 

 

 

 

  

市民・市長との関係 

市 民 

議  会 
市 長 

議 論 政 策 

市民の意思の把握 

市民に開かれた議会 

政策提案・政策提言 

監視・評価 審 査 

施策の実施 
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第２章  議会の活動原則等 

 

(議会の活動原則) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本条は、議事機関として担う議会の役割を具体的に規定し、その役割を果た

すための基礎である議会活動の原則を明確に定めています。 

 

【解説】 

第１号では、議会運営の公正性・透明性を確保し、市民から信頼される存在

となるため、開かれた議会運営を目指すことを、第２号では、市政に対する市

民意思の反映に全力を尽くすため、政策提案や政策提言の強化に努めることを、

第３号では、市長等の事務執行の監視・評価を行うことを、第４号では、合議

制の議事機関として、議員間討議を積極的に実施し、合意形成に努めることを、

第５号では、議会の代表である議長の中立公正な職務と民主的・効率的な議会

運営を、それぞれ議会の活動原則として明記しています。 

また、年４回の定例会と必要に応じて臨時会を開催していますが、平成２４

年の地方自治法の一部改正により、１年を通して会期とする通年議会が可能と

なりました。会期を通年とすることで、議長が速やかに本会議を開くことがで

きるほか、災害などの突発的な事件や緊急の行政課題に対応できるなど、市政

の執行を常に議会が監視できるメリットがあることから、今後、通年議会制の

採用に向けて検討を進めていきます。 

 

(議員間討議) 

 

 

 

 

 

第５条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(１)  公正性及び透明性を確保するとともに、市民に開かれた議会を目指す

こと。 

(２)  調査活動等を通じて市民の多様な意見を的確に把握し、政策提案及び

政策提言の強化に努めること。 

(３)  適正な行政運営が行われるよう、市長等が行う事務の執行を監視し、

及び評価すること。 

(４)  議員間討議を尊重し、議会全体の合意形成に努めること。 

(５)  議長は、議会を代表して中立公正な職務遂行に努めるとともに、民主

的かつ効率的な議会運営を行うこと。 

第６条 議会は、議案等の審議又は審査においては、議員間討議により議論

を尽くして合意形成を図るよう努めるものとする。 

２  議長及び委員長は、議員間討議が積極的に行われるよう、議会の会議及び

委員会を運営しなければならない。 

３  議員は、議員間討議を通じて合意形成を図り、政策提案及び政策提言を積

極的に行うものとする。 
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 本条は、本会議及び委員会等において、議員間の積極的な討議に努め、議会

の権能を発揮し、政策提案や政策提言を積極的に行うことを定めています。 

 

【解説】 

第１項では、合議制の機関である議会として、議員において議員相互の自由

討議を是として合意形成を図るように努めることを明記しています。 

第２項では、議長・委員長において、積極的に議員間討議が行われるように

会議運営に努めることを明記しています。 

第３項では、議員において、それぞれの立場で意見を述べ合い、合意形成を

図りながら、政策提案や政策提言を行うことを明記しています。 

 

(議決責任及び説明責任) 

 

 

 

 本条は、議会として議決責任を深く認識し、様々な機会を活用して市民に説

明責任を果たすことを定めています。 

 

【解説】 

住民によって直接選挙で選ばれた議員で構成される合議制の議事機関として、

市民の代表としてふさわしい充実した審議・審査・討議を行い、意思決定機関

としての議決責任の重さを認識し、開かれた議会として市民への説明責任を十

分に果たすよう努めることを明記しています。 

 

(危機管理) 

 

 

 

 本条は、この条例の特徴の一つであり、議会としての危機管理意識の醸成に

ついて定めています。 

 

【解説】 

台風や自然災害のほか、近い将来、発生が確実視されている南海トラフ巨大

地震など、大規模災害時には、市民の生命や生活の平穏などを守るため、市長

等と協力して危機管理に努めるよう明記しています。 

 

  

第７条 議会は、市の意思決定機関として議決責任を深く認識するとともに、

その経過及び結果について、市民に対して説明責任を果たすものとする。 

第８条 議会は、災害等の不測の事態から市民の生命、財産及び生活の平穏を

守るため、市長等と協力し、危機管理に努めるものとする。 
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第３章  議員の活動原則等 

 

 (議員の活動原則) 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、議事機関である議会構成員の議員の活動原則について定めています。 

 

【解説】 

第１号では、市議会議員の役割及び責務を果たすため、合議制の組織として

の議員間の自由討議の尊重を、第２号では、市民の様々な広聴手段を最大限活

用して市民の多様な意見等を把握するとともに、市民全体の奉仕者としてふさ

わしい活動を、第３号では、市政の課題等に関する調査・研究や研修を通じて、

常に自己研讃を図り、資質の向上に努めることを明記しています。 

 

(議員の政治倫理) 

 

 

 

 

 本条は、議員の政治倫理の向上と確立について定めています。 

 

【解説】 

 高松市議会議員政治倫理条例では、議員の責務として「市民全体の代表とし

て市政に携わる権能と責務を有することを深く認識し、公正・誠実・清廉を基

本とし、厳しい倫理意識に徹して積極的に活動し、その使命の達成に努めなけ

ればならない」と規定しており、同条例を遵守して個々の議員が市民の厳粛な

信託によるものであることを自覚し、品位の保持に努めることを明記していま

す。 

 

(会派) 

 

 

 

第９条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(１)  議会が言論の場であること及び合議制の機関であることを認識し、議

員間討議を重んじること。 

(２)  市政の課題全般について、市民の多様な意見等を的確に把握し、市民

全体の奉仕者及び代表者としてふさわしい活動をすること。 

(３)  日常の調査及び研修活動を通じて、自己の資質の向上に努めること。 

第１０条 議員は、その地位が市民の厳粛な信託によるものであることを自覚

し、高松市議会議員政治倫理条例（平成18年高松市条例第74号）を遵守し、

品位の保持に努めなければならない。 

第１１条 議員は、議会活動を行うため、会派を結成することができる。 

２  会派は、政策を中心とした同一の理念を共有する議員で構成し、活動する。 

３  会派は、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、必要に応じて会派間で

調整を行い、合意形成に努めるものとする。 
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 本条は、議会内で考えを同じくする議員同士が会派を結成することで、議会

活動を円滑に実施できるよう定めています。 

 

【解説】 

第１項では、議員は、条例案の提出など、議会活動を円滑に実施するため、

政策等に対する基本的な考え方や信条等に基づき会派を結成することができる

旨を明記しています。 

第２項では、会派が政策を中心とした同じ理念を持った議員同士で組織して

活動する旨を明記しています。 

第３項では、議会活動を円滑に進める機能である会派の役割や位置付けを規

定し、政策立案や政策提案等に関し、円滑で効果的に議会意思を決定していく

上で、有効な組織である会派の役割等を明記しています。 

 

(政務調査活動) 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、議員が調査研究するための政務調査活動について定めています。 

 

【解説】 

第１項では、二元代表制のもと、議員としての責務を十分に果たすため、政

務活動費に関して、有効に活用して、市政に関する調査研究を積極的に行うこ

とを明記しています。 

第２項では、政務活動費の適正な執行及び使途の説明責任を果たすことを明

記しています。 

第３項では、政務活動費の交付等に関して、既に制定している高松市議会政

務活動費の交付に関する条例によることを明記しています。 

  

第１２条 議員は、政務活動費を有効に活用し、市政に関する調査研究を積極

的に行うものとする。 

２  議員は、政務活動費を適正に執行し、市民に対して使途の説明責任を果た

すものとする。 

３  前２項に定めるもののほか、政務活動費に関しては、高松市議会政務活動

費の交付に関する条例（平成13年高松市条例第１号）の定めるところによる。 
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第４章  市民と議会との関係 

 

 (情報公開の推進) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、議案等に対する各議員の賛否を初め、会議での質疑や議論の様子を

公開するなど、開かれた議会となるよう情報公開の対応について定めています。 

 

【解説】 

第１項では、市民に対する説明責任を果たし、公正性や透明性を確保するた

め、会議公開の原則のもと、様々な方法により、会議を公開することを明記し

ています。 

第２項では、議案等の審議の状況や個々の議員の賛否情報など、審議結果を

積極的に配信することを明記しています。 

第３項では、傍聴人への資料提供等に努め、情報を共有することによる議会

活動の透明化を明記しています。 

第４項では、情報公開条例に基づく適切な対応とともに、議会の透明性の向

上を図り、開かれた議会運営に努めることを明記しています。 

 

《参考》 

高松市議会では、市議会広報誌「たかまつ市議会レポート」や市議会ホーム

ページにおいて、各会派（議員）の議案等に対する賛否情報を掲載しています。 

 

(市民参加の推進) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３条 議会は、公正性及び透明性を確保するとともに、開かれた議会運営

に資するため、本会議及び委員会を原則として公開するものとする。 

２  議会は、議案等に対する各議員の賛否を公表するものとする。 

３  議会は、会議等の傍聴人に対して議案等の審議又は審査のための資料等の

提供に努めるものとする。 

４ 議会は、高松市情報公開条例（平成12年高松市条例第39号）の規定による

行政文書の公開請求に適切に対応するものとする。 

第１４条 議会は、市民の意見を議会活動に反映することができるよう、市

民の議会活動に参画する機会の確保に努めるものとする。 

２  議会は、市長等の事務の執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提

言の過程において、公聴会及び参考人制度、専門的知見等を活用して、政

策的識見等を議会の審議に反映させるよう努めるものとする。 

３  委員会は、請願及び陳情の審査に当たって必要があると認めるときは、そ

の提出者の意見を聴く機会を設けるものとする。 
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 本条は、より開かれた議会を目指し、議会に関する市民参加を促進するため、

基本理念を示し、様々な形で積極的に市民参加の促進が図られるよう定めてい

ます。 

 

【解説】 

第１項では、多様な市民意見を反映するため、議会活動に参画する機会の確

保に努め、市民参加を推進することを明記しています。 

第２項では、個別・専門的意見を聴取し、議会審議に反映させるため、公聴

会及び参考人制度、専門的知見の積極的な活用を明記しています。 

第３項では、請願等を市民による政策提案と位置づけ、真摯に取り扱うため、

委員会審査において、必要に応じて提出者からの意見陳述機会の確保を明記し

ています。 

また、議会基本条例の制定にあたり、本日、条例素案の説明や意見交換会を

開催していますが、これも「市民参加の推進」の趣旨を反映したものです。 

 

(議会報告会) 

 

 

 

 

 

 本条は、より開かれた議会を目指し、議会に関する市民参加を促進するため、

議会報告会について定めています。 

 

【解説】 

第１項では、議会の審議状況の報告のほか、市政に関する意見交換の場の設

定など、議会が行う政策形成に市民が参加できる機会を確保するため、議会報

告会を開催することを明記しています。 

第２項では、議会報告会について別に定めることとし、今後、開催に向けて

具体的な検討を進めていきます。 

 

（広報広聴の充実） 

 

 

 

本条は、議会や市政に対する市民の関心を高めるため、多様な手段を用いた

広報広聴機能の充実強化を定めています。 

 

 

第１５条  議会は、議会活動について市民等に対し報告するとともに、政策

形成に関する意見交換を行う場(次項において「議会報告会」という。)を

設け、情報提供及び情報共有に努めなければならない。 

２  議会報告会に関し必要な事項は、別に定める。 

第１６条 議会は、議会及び市政に対する市民の関心を高めるよう広報広聴機

能の充実に努めるものとする。 
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【解説】 

 高松市議会では、現在、市議会広報誌「たかまつ市議会レポート」、市議会

ホームページやインターネットによる議会中継などにより市議会情報の広報に

努めていますが、今後も、さらなる広報広聴機能の充実を目指してまいります。 

 

《参考》 

現在実施している広報広聴機能 

・本会議及び委員会の傍聴 

・インターネットによる本会議の生中継及び録画配信 

・ケーブルテレビによる本会議の生中継及び録画放送 

・会議録の発行及び市議会ホームページへの掲載 

・市議会広報誌「たかまつ市議会レポート」の発行 

・議案に対する議員の賛否の公表（広報誌及びホームページ） 

 

市議会広報誌「たかまつ市議会レポート」は、中核市市議会議長会議会報

コンクールにおいて、最優秀賞（平成 21 年度）及び優秀賞（平成 24 年度）

を受賞しました。 

 

〔たかまつ市議会レポート 平成 26 年６月定例会 夏号〕 
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第５章  議会と市長等との関係 

 

(基本原則) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市長等と常に緊張ある関係を保持するため、議会の会議における質

疑や反問権など、議会と市長等との基本原則を定めています。 

 

【解説】 

第１項では、二元代表制を踏まえ、市長等との緊張関係の保持により、監視

及び評価機能を発揮し、政策立案や政策提言等を積極的に実施して、市政の発

展に取り組むことを明記しています。 

第２項では、今後、具体的な運用等に向けて協議する質疑等について、これ

までの一括質問方式や選択制による一問一答方式の採用により、市民等に対し

て論点や争点がわかりやすくするように努めることを明記しています。 

第３項では、表裏一体の関係にある市長等に、質問の趣旨を確認する反問権

の付与について、前項の質疑等の方法とあわせて、今後、具体的な運用等を協

議していきます。 

 

(政策等の監視及び評価) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

第１７条 議会は、市長等と常に緊張ある関係を保持し、市長等の事務の執行

の監視及び評価を行うとともに、政策立案、政策提言等を通じて、市政の

発展に取り組むものとする。 

２  議会の会議における質疑等は、一括質問一括答弁方式又は一問一答方式に

よるものとし、論点及び争点を明確にして行うものとする。 

３  市長等及びその補助機関である職員は、議長又は委員長の許可を得て、議

員又は委員の質疑等に対して、その趣旨を確認するための発言をすることが

できる。 

第１８条 議会は、市長が市民生活に重要な影響を与える政策、計画、施策及

び事業等（以下「重要な政策等」という。）を議会に提案したときは、次に

掲げる事項の説明及び資料の提供を求めるものとする。 

(１) 重要な政策等を必要とする背景 

(２)  検討した他の政策案の内容 

(３) 各種計画における根拠又は位置付け 

(４) 関係法令及び条例等 

 (５) 財源措置 

(６)  将来における効果及び費用 

２ 議会は、重要な政策等の提案を受けたときは、立案及び執行における論点

及び争点を明らかにするとともに、執行後における政策評価に資する審議に

努めるものとする。 
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本条は、議案等の審議、審査及び調査において、市長が議会に対して行う説

明等の提供を求めるとともに、政策等の監視や執行後の政策評価に役立つよう

に定めています。 

 

【解説】 

第１項では、政策等の監視及び評価に資するため、市長が議会に提出した重

要な政策等について、背景や目的・効果など議会での審議に必要な資料及び情

報の提供を義務づけることを具体的に明記しています。 

第２項では、議会が市長に対して監視機能・調査機能等を果たしていくため

には、各事業に関する情報を的確に把握する必要があり、執行後の政策評価に

役立つよう審議に努めることを明記しています。 

 

(予算案及び決算における政策説明資料の作成) 

 

 

 

 

 本条は、市長が議会に対して提出する予算や決算等の資料について、分かり

やすい説明資料の作成について定めています。 

 

【解説】 

予算・決算の重要性に鑑み、前条の重要な政策等に準じて、市長に対して施

策別・事業別の政策説明資料の作成を求めることを明記しています。 

 

  

第１９条 議会は、市長が予算案及び決算を議会に提出し、議会に審議に付す

に当たっては、前条の規定に準じて、施策別及び事業別の分かりやすい政策

説明資料を作成するよう求めるものとする。 
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第６章  議会の機能強化 

 

(議決事件) 

 

 

 

 

 

 

 本条は、地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件について

定めています。 

 

【解説】 

第１項では、議会の有する調査及び監視機能強化の一環として、法第９６条

第２項を根拠とする議会の議決事件の拡大について明記しています。 

第２項では、地方自治法第９６条第２項の規定による議会の議決すべき事件

を定める条例によることを明記しています。 

 

《参考》 

高松市議会では、平成２５年３月定例会において、地方自治法第９６条第２

項の規定による議会の議決すべき事件を定める条例を議決し、総合計画基本構

想の策定及び定住自立圏形成協定の締結等を議決事件としています。 

 

地方自治法第９６条第１項の規定に基づき、予算・条例・契約等が議決事件

として定められていますが、同条第２項では、国の安全に関することその他の

事由により、議会の議決すべきものとすることが適当でないとして政令で定め

られた法定受託事務を除き、独自に条例で議会の議決事件として追加すること

ができるものと定められています。 

この規定を有効に活用し、議決事件を追加することにより、議会権限を拡大

し、執行機関への監視機能を強化するとともに、市政に対し、議会としてより

多くの責任を果たしていくことができます。 

 

(検討会等) 

 

 

 

 本条では、議会が必要があると認めるときには、検討会等を設置することが

できることを定めています。 

第２０条 議会は、その意思決定及び監視機能の向上を図るとともに、市長

等が提案する重要な政策等について市民に開かれた議論を行うため、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第２項の規定による議会の議決す

べき事件を積極的に拡大するよう努めるものとする。 

２  前項の議会の議決すべき事件に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

第２１条 議会は、市政の課題に関する調査又は検討のため必要があると認め

るときは、議員等で構成する検討会等を設置することができる。 
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【解説】 

議会は、社会環境等の変化により生ずる市政の課題を適切かつ迅速に調査検

討するため、必要があるときは、議員で構成する検討会等を設置することがで

きる旨を定めています。 

 

(政策提案等) 

 

 

 

 本条は、市長等に対して、条例の提案を初め、議決等により政策提案を行う

ことを定めています。 

 

【解説】 

議会は、二元代表制の一翼を担う議事機関として、議決権・調査権・監査請

求権・意見書提出権など、議会の有する政策提案及び政策提言機能を強化する

ため、条例提案など各種の手法により、議会独自で積極的に政策提案を行うこ

とを明記しています。 

 

(議員研修の充実) 

 

 

 

 本条は、議員の政策立案や政策提言等ができるように、議会として議員の研

修の充実を図るよう定めています。 

 

【解説】 

議員研修の充実強化により、議員の資質向上はもとより、議会全体の政策立

案及び政策提言などの機能強化につなげることを明記しています。 
 

 (議会改革の推進) 

 

 

 

 

 本条は、継続的に議会改革の推進に取り組むことを定めています。 

 

【解説】 

社会情勢等の変化に応じた議会改革に積極的に取り組む姿勢について明記し

ています。 

第２２条 議会は、政策の水準の向上を図るため、条例の提案、議案の修正、

決議等により、市長等に対し、積極的に政策提案を行うものとする。 

第２３条 議会は、議員の資質及び政策立案、政策提言等に係る能力の向上を

図るため、議員研修の充実強化に努めるものとする。 

第２４条 議会は、社会経済情勢等の変化により新たに生ずる市政上の課題

に適切かつ迅速に対応するため、この条例の理念に基づく議会改革に積極

的に取り組むものとする。 
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(議会事務局) 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、この条例の特徴の一つであり、議会機能の強化を図り、議員をサポ

ートする議会事務局の体制整備について定めています。 

 

【解説】 

第１項では、議会の政策形成能力の向上が求められる今、その支援組織とし

ての議会事務局の機能の充実強化や組織体制の整備について明記しています。 

第２項では、議会事務局の職員人事に関する議長の任免権及び市長等に対す

る事前協議を明記しています。 

 

(議会図書室) 

 

 

 

 本条は、議員の政策立案に役立つように、議会図書室の充実を図ることを定

めています。 

 

【解説】 

議員の調査研究を支援する等のために設置されている議会図書室の充実につ

いて明記しています。 

 

 

  

第２５条 議会は、議会の政策形成、政策立案等に係る能力の向上を図り、議

会活動を円滑かつ効率的に行うため、議会事務局の調査機能、法務機能等の

充実強化及び組織体制の整備を図るものとする。 

２  議長は、議会事務局の職員人事に関し、その任免権を行使するものとする。

この場合において、議長は、議会事務局の職員人事に関して、あらかじめ市

長等と協議するものとする。 

第２６条 議会は、議員の調査研究に資するために設置する議会図書室を適正

に管理し、運営するとともに、その図書、資料等の充実に努めるものとする。 
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第７章  議員定数及び議員報酬 

 

(議員定数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市民の代表者である議会の議員定数についての考え方や見直しにつ

いて定めています。 

 

【解説】 

第１項では、法改正により議員定数の上限数が撤廃されたことを受け、議員

定数の根拠となる方針を明記しています。 

第２項では、前項と同様、議員定数を見直す際、具体的に考慮すべき点や留

意事項等のほか、市民からの意見聴取の必要性について明記しています。 

第３項では、議員定数は、高松市議会議員定数条例によることを明記してい

ます。 

 

(議員報酬) 

 

 

 本条は、議員報酬について、他の条例で定める旨を定めています。 

 

【解説】 

議員報酬の額は、特別職の報酬等審議会での審議に委ねていますが、高松市

議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例によることを明記しています。 

 

  

第２７条  議員定数は、効率的かつ能率的な議会運営の視点のみでなく、市

民の代表者である議会が、市民の意見を市政に十分反映させることが可能

となるように定めなければならない。 

２  議会は、議員定数を見直すに当たっては、人口、面積、財政力等、市政の

現状と課題及び将来予測と展望を十分に考慮するとともに、広く市民の意見

を聴取するものとする。 

３  議員定数は、別に条例で定める。 

第２８条 議員報酬は、別に条例で定める。 
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第８章  補則 

 

(見直し手続) 

 

 

 

 

 

 本条は、この条例の施行の状況について常に検証して、必要に応じて条例の

見直しを行うことを定めています。 

 

【解説】 

社会情勢の変化等に対応した議会運営を行うために、この条例の目的が達成

できているのか常に検証するとともに、議員の改選時など必要に応じて条例内

容を検討し、見直し等を行うことを明記しています。 

 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

第２９条 議会は、この条例の施行後、この条例の目的が達成されているかに

ついて常に検証し、市民の意見、社会情勢の変化等を勘案して、必要がある

と認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 


